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県有施設における自動販売機の設置者選定に係る事務処理要領の制定について 

 

平成２２年２月８日 管第５２７号  

各財産管理分掌者あて        

 総務部長通知           

 

このことについて、従来、県有施設内に設置する自動販売機については、全て行政財産の

使用許可により対応してきましたが、設置者選定過程の透明性を高め、設置場所の収益性に

応じた料金の決定を行うことにより自主財源の増収を図るため、地方自治法第２３８条の４

第２項第４号の規定に基づく行政財産の貸付制度を活用して、公募により自動販売機の設置

者を決定することができることとしました。 

つきましては、別添のとおり「県有施設における自動販売機の設置者選定に係る事務処理

要領」を定めましたので、今後の事務の取扱について御配慮くださるようお願いします。 

 

県有施設における自動販売機の設置者選定に係る事務処理要領 

１ 趣旨 

この要領は、県有施設（敷地を含む。以下同じ。）において、地方自治法第２３８条の

４第２項第４号の規定に基づく行政財産の貸付けの制度により、自動販売機を設置させる

場合の事務処理について定める。 

 

２ 基本方針 

清涼飲料水等（※）の自動販売機の設置に関して、設置者選定過程の透明性を高め、設

置場所の収益性に応じた料金の決定を行うことにより自主財源の増収を図るため、平成２

２年４月１日以降、準備が整ったものから順次、県が行う公募に応じた者の中から、最も

高額の貸付料を見積もった者を設置者として選定するものとする。 

ただし、次の事情がある案件については、関係団体との調整等が整うまでの当分の間、

従来どおり公募によらず使用許可により対応することができる。 

  ＜当分の間、公募によらず設置者を選定できる案件＞ 

① 母子寡婦福祉連合会、身体障がい者福祉協会等の福祉団体に設置させているもの。 

② 職員若しくは学生等の福利厚生のため、又は施設利用者の最低限の利便等を図る

ため、売店・食堂等の設置と併せて設置させているもの。 

③ 学生等の福利厚生のため、ＰＴＡ・後援会等に依頼し設置させているもの。 

④ 公の施設を管理する指定管理者が、管理委託契約等に基づき自ら設置するもの。 

⑤ その他知事が特に必要と認めるもの。 

 

※ 清涼飲料水等とは、ジュース、コーヒー、茶、水、牛乳、アイスクリーム、カップ

麺等をいう（たばこは除く。）。 

 

３ 公募による自動販売機設置者の選定 

（１）募集要項の策定 

各財産管理分掌者は、公募により県有施設に自動販売機を設置させる場合は、それぞ

れ自動販売機設置者募集要項（以下「募集要項」という。）を定めるものとする。 
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この場合、次の事項に留意するものとする。 

① 公募する単位 

原則として設置箇所単位とする。ただし、歳入確保及び財産管理上の観点から、

自動販売機１台単位や複数箇所をまとめる等、各財産管理分掌者が最も適切と判

断するものによることができる。 

② 貸付面積 

自動販売機の外形寸法ではなく、貸付け可能な面積とし、使用済容器の回収ボ

ックスの設置面積を含むものとする。 

    ③ 貸付期間 

３年以内とする。ただし、終期が年度途中となる場合は、当該年度末を限度と

して延長することができる。 

 

（２）公募の周知 

各財産管理分掌者は、策定した募集要項を各施設において配布する等、周知に努める

とともに、原則として公募締切日の４０日前までに公募の概要について総務部長に対し

て報告するものとする。 

管財課長は、各公募物件の概要を県ホームページに掲載（１公募案件につき概ね30日

程度）し、広く公募の周知を図るものとする。 

 

（３）選定方法 

各財産管理分掌者は、次により設置事業者を選定するものとする。 

 

   ア 予定価格（最低貸付料）の決定 

予定価格は、熊本県財産条例（昭和39年熊本県条例第23号）第７条に定める行政

財産の使用料と光熱水費の直近の実績による所要見込額の合計額（年間分）とする。

ただし、新たに設置する場合等においては、類似の自動販売機の実績や自動販売機

の見込台数等を勘案して光熱水費の所用見込額を算定するものとする。 

   イ 設置候補者の選定 

公募単位ごとに提出（郵送又は持参）された応募書類の審査を行い、募集要項に

規定した「応募資格要件」を全て満たし、自動販売機による販売品目及び販売価格

等が募集要項に定めた条件に合致している者を設置候補者とする。 

   ウ 設置者の選定 

設置候補者のうち、各財産管理分掌者が提案された内容を適当と認め、かつ、予

定価格以上で最高の価格で応募した者を設置者とする。なお、最高価格の応募が２

者以上ある場合は、当該応募者に立会いを求め、くじにより選定するものとする。 

   エ 設置者の再選定 

設置候補者の応募価格が予定価格に達しなかった場合は、希望者から再度、応募

申込書を提出させ、ウの手続きにより設置者を選定することができる。 

なお、再度の選定手続きは１回に限るものとする。 

 

（４）選定結果の通知及び報告 

各財産管理分掌者は、設置者を選定した場合には、速やかに応募者に選定結果を通知

するとともに、その内容について総務部長に報告するものとする。 
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（５）貸付契約の手続 

各財産管理分掌者は、期限を定めて、選定した設置者から熊本県公有財産管理規則（昭

和39年熊本県規則第17号。以下「規則」という。）に規定する公有財産貸付申請書及び

配置図等の説明書類、契約保証金を提出させ、行政財産の貸付契約手続を行うものとす

る。 

なお、貸付後、設置者が自動販売機の入替えを希望する場合は、貸付面積を超えず、

入替後の販売品目等について各財産管理分掌者が適切と判断する場合には、これを認め

ることができるものとする。 

 

（６）貸付料の徴収 

貸付料は、毎会計年度ごとに年間分を一括して徴収するものとし、年度途中で設置者

が自動販売機を撤去することとなった場合には、使用許可における例により取り扱うこ

ととする。 

 

（７）設置者の決定の取消し 

各財産管理分掌者は、選定した設置者が次のいずれかに該当した場合には、設置者の

決定を取り消すこととする。 

ア 正当な理由なくして、各財産管理分掌者が指定した期日までに貸付けの手続に

応じなかった場合 

イ 設置事業者が応募者の資格を失った場合 

ウ 貸付契約の義務に違背した場合 

 

（８）総務部長への合議 

本事務処理要領に基づき、公募によって自動販売機設置者を選定し行政財産を貸付け

る場合には、規則第１１条の規定に基づく総務部長への合議は不要とする。 

なお、公有財産貸付台帳への登録については、従来どおり｢熊本県公有財産管理事務

電算処理要領｣に基づき、貸付契約締結後、｢土地貸付報告書｣及び｢建物貸付報告書｣に

より管財課長に報告するものとする。 

 

４ 自動販売機設置者を公募した結果、設置者を選定できなかった場合の対応 

初回公募において応募者がいなかったとき、又は再度応募申込書を提出させた場合にお

いてもなお応募価格が予定価格に達しないときは、原則として当該自動販売機は、設置し

ないものとする。 

ただし、各財産管理分掌者が自動販売機の設置が真に必要であると認めるときは、２人

以上の特定の者から見積を徴することによって設置者を決定することができるものとす

る。 

ただし、この場合の予定価格は、設置初年度の行政財産の使用料とし、光熱水費は行政

財産使用許可の光熱水費の取扱いの例により別途徴収することとする。 

 


